
様式第１号（第４条関係）
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２■施策推進の状況
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３■施策の担当課による評価結果

　

　　　　　　　 

平成18年度
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平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

施策評価票番号 51

基本成果指標名

総務部 財政課

　極めて厳しい財政状況の下、行財政運営の簡素、合理化による歳出の抑制を図るとともに納税意識
の高揚と収納率の向上を図り、自主財源の確保に努め、健全な財政運営が行い、施策を効率的に実施
する。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　平成２３年度

　歳入増が見込めない中、扶助費などの義務的経費の拡大
や市民ニーズに応えるため、行財政改革を行う。

　硬直化する経済情勢を見据えて国の動向を把握、対応し
つつ行政運営は一層の緊縮型を意識していく。

5,470

　耐震補強工事など安全・安心を確保する事業を最優先とするが、少
子化対策や子育て支援、教育環境の整備も進めていく。

　２００７年の公債比率は７．５となり前年より０．５下降し、若干
ではあるが、改善された数値となった。

　選択と集中自体も限られていく環境にあり、事業効果を意識した判
断、配分といった財政運営を図る。

　２００８年の公債比率は７．２となり前年より０．３下降し、若干
ではなるが、改善された数値となった。

今後の環境変化を踏まえた課題認識
　２００５年の公債比率は７．９となり前年より０．２上昇したが想
定内

　予算規模に合わせるため事業の見直しを行う 〃
　２００６年の公債比率は８．０となり前年より０．１上昇したが想
定内

　健全財政の維持と住民ニーズとのバランスをどうとるか 　緊急性があり、しかも市民の「安全・安心」に直結した事業以外は
不可

 

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　平成２６年度　平成２２年度 　平成２４年度　平成２１年度 　平成２７年度

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

指標の定義

　公債費の一般財源に占める割合。財政健全化
を表す指標

７．７（％）以内

６―２―３　

総合評価

担当課評価

１－４施策の目的

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

評価票作成者

１－１施策の名称 基本施策コード財政運営

１－２担当

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

 　平成１８年度

財政課長
加藤隆之

　計画推進「効率的で顧客志向の行政経営」

　行政経営

目標値（単位）

3,8743,9742,001

９．０（％）以内

3,017 5,5883,012

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方　
３－２評価の内容

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　平成２５年度

達成率(％) 実績値（単位）目標値（単位）実績値（単位）

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２６年度　平成２４年度

　公債費比率

1,002

　平成２２年度

1,016 1,614 1,596

　平成２５年度 　平成１８年度 　平成１９年度
単年度
担当課評価

　
３－1評価結果

　平成２０年度

　平成２１年度　平成１９年度 　平成２０年度　
２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円） 2,010

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 良好に進展 　良好に進展 良好に進展

　良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 　良好でない 良好でない

良好に進展



４■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ

2 Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ

3 Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値 実績値

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１９年度 　平成２０年度

財政状況の周知事業 財政状況公表の回数　15（回） ７（回） ９（回）

当初予算編成に係る審査事業 経常経費の削減割合　15（％） 7.6(％) 14.6(％)

工事契約検査事業 電子入札試行導入割合　100（％） 36.0（％）

　平成２1年度

実績値

20.4（％）

１０（回）

94.0（％）


